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名称 単・共

学校教育に関する法規 単著

『教員養成セミナー』第47

巻第10号（2025年4月号）別

冊，時事通信社，pp.2-17．

○植竹丘 2025.4

教職員に関する法規 単著

『教員養成セミナー』第47

巻第12号（2025年5月号）別

冊，時事通信社，pp.2-17．

○植竹丘 2025.5

児童生徒に関する法規 単著

『教員養成セミナー』第47

巻第13号（2025年6月号）別

冊，時事通信社，pp.2-17．

○植竹丘 2025.6

教育の目的・理念に関する法規

単著

日本教育制度学会編『教育

制度学研究』第32号，東信

堂，pp.266-271．

○植竹丘

2026.3

該当なし

（２）論文

発表場所等 発表者（発表者は○印） 発表等年月

教育法制史（戦前・戦後） 単著

『必携　教職六法2027年度

版』協同出版，pp.881-

919．

○植竹丘 2026.2

（４）その他

学校の労働安全衛生管理体制の現状と課題 共同

日本教育行政学会第60回大

会自由研究発表ⅡA，東京大

学本郷キャンパス

○小川正人，○山本健也，○川上泰彦，○

植竹丘，○櫻井直輝，○青井拓司，荒井英

治郎

2025.10

（３）学会発表

学会発表の演題 単・共 学会名、開催都市 発表者（発表者は○印） 発表等年月

単・共 査読 著者、編者名 発表等年月IF対象誌 雑誌名、巻（号）、開始-終了ﾍﾟｰｼﾞ

氏名 植竹丘 部署 共通教育科 職名 准教授

著作の名称 単・共 ISBN 発行所、全ページ数 著者、編者名 発行等年月

経歴

2012　日本教育大学院大学専任講師

2016　共栄大学教育学部専任講師

2019　同　准教授

所属学会（役職） 日本教育行政学会（研究推進委員会委員），日本教育経営学会，日本教育制度学会（課題研究担当理事），日本教育学会

１．研究業績

（１）著作(著書及びその他の著作物）

単著

『教員養成セミナー』第48

巻第8号（2026年3月号）別

冊，時事通信社，pp.2-17．

○植竹丘

2025.11

書評　宮澤孝子著『福祉国家型教育財政と

教育条件整備行政組織―その理論と法制に

関する歴史的研究―』

研究分野 教育行財政・教育政策

学位 修士（教育学）

学歴

2004　国際基督教大学教養学部教養学科卒業

2006　東京大学大学院教育学研究科総合教育科学専攻生涯教育計画コース修士課程　修了

2012　東京大学大学院教育学研究科学校教育高度化専攻学校開発政策コース博士課程　単位取得退学

該当なし

論文の名称
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該当なし

該当なし

８．特記事項

該当なし

５．学内運営

項目 内容 期間

該当なし

該当なし

該当なし

７．特許の取得

特許名 特許番号 登録年月

６．受賞（研究、教育、社会貢献活動に関するもの）

受賞名 主催 受賞年月

（４）その他

項目 相手方等 内容 期間

該当なし

（３）ジャーナリズムでの発言

メディア等の名称 内容 年月

該当なし

（２）国、自治体、学術団体等における委員等

国、自治体、学術団体等の名称 委員等の名称 任期

該当なし

４．社会貢献活動

（１）講演会、研修会、公開講座等の講師

講演会、研修会、公開講座等の名称 主催 講演、研修、公開講座等のテーマ 開催年月

（５）その他

名称 期間 概要（教育内容・方法等において工夫した点）

該当なし

修士論文 2025.4-2026.2 主指導（指導教員） 0名 副指導（指導補助教員） 3名

卒業論文 2025.4-2026.1 主指導 2名 副指導 8名

（４）論文指導

対象 期間 主指導・副指導の別及び指導人数

該当なし

（３）実習

実習の名称 科目責任者
学外実習：期間

学内実習：コマ数
概要（教育内容・方法等において工夫した点）

該当なし

（２）演習

演習の名称 科目責任者 コマ数 概要（教育内容・方法等において工夫した点）

コマ数 概要（教育内容・方法等において工夫した点）

科学研究費補助金（基盤研究（B））

学校安全衛生管理体制の運用実態分

析と自治体間比較による効果と課題

に関する調査研究

研究分担者 2023〜2027

３．教育業績

（１）講義

講義の名称 科目責任者

２．競争的資金等の研究

競争的資金等の名称 研究名 研究代表者・研究分担者の別 研究期間

科学研究費補助金（基盤研究（C））

戦後義務教育財政システム形成期に

おける地方団体の教育財政運営に関

する実証的研究

研究代表者 2021〜2025


